
○伊奈町水道事業給水条例施行規程 

平成１０年４月１日 

企業管理規程第３号 

改正 平成１３年１２月１８日企管規程第２号 

平成２３年１１月１６日企管訓令第２号 

平成２７年３月２４日企管訓令第４号 

伊奈町水道事業給水条例施行規程（昭和５８年企業管理規程第２号）の

全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この規程は、伊奈町水道事業給水条例（昭和４８年条例第１４号。

以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めることを目的

とする。 

（共用給水装置） 

第２条 条例第４条第２号に規定する共用給水装置の設置は、家屋所有者

の請求に基づき２世帯以上の用に供する場合で、特に必要があると認め

たときに限り、これを承認する。 

（工事の申込） 

第３条 条例第５条の規定により、給水装置の新設、改造、修繕又は撤去

の工事（工事に先立ってあらかじめ行う調査から、計画の立案、工事の

施工、竣工検査までの一連の過程の一部又は全部をいうものである。た

だし、給水用具の製造工場内で行う給水用具の組立作業や、住宅生産工

場内で行われる工場生産住宅に給水管及び給水用具を設置し、又は変更

する作業は給水装置工事には含まれない。）をしようとする者は、第１

号様式により申し込まなければならない。ただし、水道法施行規則（昭

和３２年厚生省令第４５号）第１３条で定める給水装置の変更は、この

限りではない。 



（加入金の減免） 

第４条 条例第６条第２項の規定により、加入金を軽減又は免除すること

ができる者は、次の各号のいずれかに該当するときとし、第２号様式に

より管理者（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第８条第２

項に規定する管理者の権限を行う長をいう。以下同じ。）に申請するも

のとする。 

（１） 現に給水装置を所有するものが、当該給水装置を撤去し、同時

にそれにかわる給水装置を伊奈町水道事業の設置等に関する条例（昭

和４７年条例第３号）第２条第２項の規定による給水区域において申

し込むとき。 

（２） 地震、水害、火災その他の災害において、一時的に被災者の居

住用、飲料用水用に供するため給水装置を新設するとき。 

（工事の費用負担） 

第５条 条例第７条ただし書及び条例第２５条第２項ただし書に規定する

管理者において費用負担する給水装置工事とは、配水管への取付口から

丙止水栓までの給水装置（メーターボックスを除く。）の善良な管理状

態での自然漏水の修繕をいう。 

（工事の施行区分） 

第６条 条例第８条第１項に規定する管理者が施行する給水装置工事とは、

管理者が発注して施行する給水装置修繕工事をいう。ただし、管理者が

特別な理由があると認めたときは、この限りではない。 

２ 条例第８条第１項に規定する指定給水装置工事事業者が施行する給水

装置工事とは、条例第５条に規定する給水装置の新設等の申し込みによ

る管理者の承認を受けた工事をいう。 

（設計審査の基準） 

第７条 条例第８条第２項に規定する指定給水装置工事事業者が施工する



給水装置の設計審査の基準は、給水装置の構造及び材質に関する規程（昭

和５８年企業管理規程第４号）の規定によるものとする。 

（工事検査の基準） 

第８条 条例第８条第２項に規定する指定給水装置工事事業者が施工した

給水装置工事の工事検査は、給水装置の構造及び材質に関する規程第３

条に規定する「給水装置工事標準計画・施工方法」に基づき、次の各号

により検査する。 

（１） 当該給水装置が構造・材質基準に適合している認証品使用の確

認 

（２） しゅん工図と現況の確認 

（３） 圧力検査の確認 

（４） その他形状・寸法等の確認 

２ 前項に規定する給水装置工事の工事検査については、管理者が必要が

あると認めたときは、当該給水装置の中間検査を実施することができる。 

３ 指定給水装置工事事業者は、検査の結果手直しを要求されたときは、

指示された期間内にこれを行い、あらためて管理者の検査を受けなけれ

ばならない。 

（同意書の提出） 

第９条 条例第８条第３項に規定する利害関係人の同意書等を要する場合

は次の各号に掲げるときとする。 

（１） 他人の家屋又は土地内に給水装置を設けようとするとき。 

（２） その他管理者が必要があると認めたとき。 

（工事費の算出） 

第１０条 条例第１０条第３項の規定による工事費の算出は、次の各号の

とおりとする。 

（１） 労力費は、管理者が定める賃金表による。 



（２） 道路復旧費は、道路管理者が定める復旧方法により、管理者が

定めた額とする。 

（３） 間接経費は、材料費及び労力費の額の１００分の２５以内とす

る。 

（新設等の費用納付） 

第１１条 条例第５条の規定により給水装置を申し込む者は、次の各号の

いずれかに該当するときは、その費用を納入通知書をもって通知をした

日から１５日以内に納付しなければならない。ただし、管理者が特別の

理由があると認めたときは、この限りではない。 

（１） 条例第６条第１項の規定による加入金 

（２） 条例第１０条第１項の規定による工事費 

（３） 管理者が申込者の依頼により施工する舗装本復旧工事費 

（４） 条例第３８条第２号及び同条第３号の手数料 

（５） その他管理者が必要と認めたもの 

（工事費の分納の特例） 

第１２条 条例第１２条の規定により分納を希望する者は、第３号様式に

より申請するものとする。 

２ 管理者は、前項の申請を承認したときは、市中金利を勘案して、これ

を徴収することができる。 

（給水契約の申込） 

第１３条 条例第１８条の規定により水道を使用しようとする者は、第４

号様式によりあらかじめ管理者に申し込まなければならない。 

（代理人の選定） 

第１４条 条例第１９条の規定による代理人を選定したとき、又は変更が

あったときは、第５号様式により届け出なければならない。 

（管理人の選定） 



第１５条 条例第２０条の規定による管理人を選定したとき、又は変更が

あったときは、第６号様式により届け出なければならない。 

（水道メーターの保管） 

第１６条 条例第２２条第２項の規定により、水道使用者等は、水道メー

ター（以下「メーター」という。）を清潔に保管し、設置場所には、そ

の点検又は修理に支障をきたすような工作物を設け、又は物件を置いて

はならない。 

（メーターの弁償） 

第１７条 条例第２２条第３項に規定するメーターの弁償額は新規購入価

格とする。 

（届出の義務） 

第１８条 条例第２３条の規定による届出は、次の各号による。 

（１） 水道の使用を開始し、又は廃止し、若しくは休止しようとする

とき 第７号様式 

（２） 用途を変更しようとするとき 第８号様式 

（３） 消防演習に私設消火栓を使用するとき 第９号様式 

（４） 水道使用者の氏名又はその住所に変更があったとき 第１０号

様式 

（５） 給水装置の所有者に変更があったとき 第１１号様式 

（６） 消火用として水道を使用したとき 第１２号様式 

２ 前項第１号、第２号及び第４号の届け出については、電話又はその他

の方法で各様式に代わる届け出をすることができる。 

（給水装置及び水質の検査） 

第１９条 条例第２６条の規定により、給水装置の機能又は水質の検査を

受けようとするときは、第１３号様式により請求しなければならない。 

（緊急給水） 



第２０条 災害その他において、緊急に水道水を補給することが適切であ

ると管理者が認めるときは、使用者及び給水対象者外の者にも給水する

ことができる。この場合における供給場所は、最寄りの給水装置又は浄

水場及び配水場とし、使用料金については、その都度管理者が定める。 

（料金算定の基準日） 

第２１条 条例第２９条の規定による定例日が、町の休日に当たるとき又

は管理者が必要と認めたときは、順次繰下げ又は繰上げることができる。 

（料金の徴収） 

第２２条 条例第３３条の規定による料金の徴収は、次のとおりとする。 

（１） 納入通知書による場合の納入期限は、納入通知書を発送した日

から１５日とする。 

（２） 口座振替による場合は、口座振替請求書の発送月の翌月５日と

し、当該日が出納取扱金融機関等の業務を行わない日に当たるときは、

翌営業日とする。ただし、管理者が特別の理由があると認めたときは、

この限りでない。 

（料金、手数料等の減免） 

第２３条 条例第３９条の規定により、料金、手数料の軽減又は免除を受

けようとする者は、その理由を付して、管理者に第１４号様式により申

請しなければならない。 

（給水停止の通知等） 

第２４条 条例第４２条第１項の規定により給水を停止する場合は、あら

かじめ文書により、水道使用者等に通知する。 

２ 給水を停止する場合において、止水栓が宅地内にあり、職員の立入を

拒んだ場合でも停水することができる。 

（身分証票） 

第２５条 料金等の徴収、メーターの検針、給水装置の工事又は検査及び



給水の停止に従事する職員は、その身分を明らかにするため、町職員証

を携帯し、関係人の請求があるときはこれを提示しなければならない。 

附 則 

１ この規程は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ この規程施行の際、改正前の伊奈町水道事業給水条例施行規程によっ

てなされた承認、検査及びその他の処分並びに申込み、届け出及びその

他の手続きは、なお従前の例による。 

附 則（平成１３年企管規程第２号） 

この規程は、平成１３年１２月１８日から施行する。 

附 則（平成２３年企管訓令第２号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令の施行前に、改正前の伊奈町水道事業給水条例施行規程の様

式によりされた申請は、この訓令による改正後の伊奈町水道事業給水条

例施行規程の様式によりされた申請とみなす。 

３ この訓令の施行の際、この訓令による改正前の伊奈町水道事業給水条

例施行規程第１号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正

を加え、なお使用することができる。 

附 則（平成２７年企管訓令第４号） 

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。 

 


